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労働政策フォーラム

若者問題への接近
が－誰が自立の困難に直面しているのか

地域の労働市場と職業教育

労働政策研究・研修機構 小杉礼子労働政策研究 研修機構 小杉礼子



地域の労働市場と職業教育からのアプ
ロ チローチ

 低学歴（高卒以下）層の職業キャリアの不安定化 低学歴（高卒以下）層の職業キャリアの不安定化

 我が国の高卒就職システムの移行促進機能の変
化化

 地域の産業構造と学歴・職業キャリア

低学歴層と製造業・生産工程の仕事

 学校中退、早期離職と職業キャリア学校中退、早期離職と職業キャリア

 需要のある職業能力の獲得へ

獲得を可能にする生活基盤／自信 希望・・・獲得を可能にする生活基盤／自信・希望



20-24歳層（在学中を除く）の学歴別就業20 24歳層（在学中を除く）の学歴別就業
状況の推移

単位：％、太字は千人

 1992年 1997年 2002年 2007年 1992年 1997年 2002年 2007年 1992年 1997年 2002年2007年
男性計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

478 554 608 513 513 564 438 489 2 043 1 919 1 390 1 036

大　卒 短大・高専・専門学校卒 高　卒

478 554 608 513 513 564 438 489 2,043 1,919 1,390 1,036
自営・家業従事 1.1 1.5 0.9 0.7 3.4 3.1 3.0 1.5 4.0 4.3 3.2 2.1
役員 0.8 0.4 0.3 0.5 1.1 0.7 0.7 0.6 0.7 0.5 0.4 0.5
正社員 91.8 82.3 73.1 74.9 84.7 80.1 64.9 66.7 80.4 74.4 59.6 57.7
その他雇用形態 3.6 7.3 13.0 14.7 6.0 9.6 22.1 22.2 7.7 10.9 21.8 25.8
無業・就業希望 2.1 6.8 10.9 7.5 4.1 5.9 8.6 8.4 4.6 7.3 11.8 10.1
無業・希望なし 0.6 1.7 1.7 1.3 0.6 0.6 0.7 0.4 2.6 2.5 3.1 3.5
女性計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

257 350 421 482 1,371 1,467 1,103 961 2,029 1,694 1,182 881
自営・家業従事 1.1 1.5 0.4 0.6 1.1 1.2 0.8 0.4 2.2 2.0 1.8 1.3
役員 0.3 0.3 0.1 0.1 0.3 0.2 0.1 0.1 0.3 0.2 0.1 0.1
正規雇用 82.9 72.3 64.1 71.5 80.9 71.9 60.3 61.3 66.6 56.0 38.2 34.6
その他雇用形態 9.3 17.0 25.1 19.3 8.0 15.5 26.1 27.0 11.2 19.1 33.4 39.0
無業・就業希望 4.1 6.7 8.6 5.9 7.2 9.0 10.0 8.8 13.1 16.1 18.8 17.2
無業・希望なし 2.3 2.1 1.8 1.9 2.5 2.3 2.7 2.3 6.6 6.6 7.7 7.4
資料出所；総務省「就業構造基本調査｣



20～24歳層（在学中を除く）に占める正規雇用20 24歳層（在学中を除く）に占める正規雇用
者比率
％ ①男性 ②女性
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出所：総務省統計局「就業構造基本調査」



高卒就職システムの特徴高卒就職システムの特徴

高校内で 人 社づつ
100.0 ％

 高校内で一人一社づつ
応募する先を調整

90年代までは 最初の
80.0

90.0

 90年代までは、最初の
応募で7割が決まる（落
とさない採用試験）

60.0

70.0

とさない採用試験）

 学業成績と出席

継続的取引関係の維
40.0

50.0

 継続的取引関係の維
持（実績関係）

「出口指導」 進路保
20.0

30.0

 「出口指導」＝進路保
障、斡旋の重視
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1992年3月卒 2000年3月卒

2003年3月卒 2009年3月卒

資料出所：厚生労働省職業安定局・業務統計



大都市の若者の職業キャリア（在学中を除く 18 29歳）大都市の若者の職業キャリア（在学中を除く・18～29歳）
①男性高卒 ②男性大卒
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出所：JILPT(2006)『大都市の若者の就業行動と移行過程』
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大都市の若者の職業キャリア（在学中を除く・18～29歳）

④女性大卒③女性高卒

大都市の若者の職業キャリア（在学中を除く・18～29歳）

70

80

③

70

％

50

60

50

60

30

40

正社員(定
着＋転職）

20

30

40

0

10

20

他形態から
正社員

0

10

20

0

4
歳
以
下

2
5
-
2
9
歳

4
歳
以
下

2
5
-
2
9
歳

非典型一貫
0

1
8
-
1
9
歳

2
0
-
2
4
歳

2
5
-
2
9
歳

1
8
-
1
9
歳

2
0
-
2
4
歳

2
5
-
2
9
歳

2
4 2

2
4 2

2006年 2001年
2006年 2001年



地域による若者の職業キャリアの違い地域による若者の職業キャリアの違い
（在学中を除く・20～34歳）

②北海道・男性

80.0

90.0

①長野・男性

80.0

90.0

40 0

50.0

60.0

70.0 正社員（定着
＋転職）

他形態から正
社員

40.0

50.0

60.0

70.0

10.0

20.0

30.0

40.0 社員

非典型一貫

0 0

10.0

20.0

30.0

40.0

0.0
高
校
普
通
科

高
校
専
門

専
門
短
大
人

専
門
短
大
理

大
学
文
系

大
学
理
工
農

学
校
中
退

0.0

高
校
普
通
科

高
校
専
門

専
門
短
大
人

専
門
短
大
理

大
学
文
系

大
学
理
工
農

学
校
中
退

科 人
文

・
ビ
ジ
ネ

ス
理

・
工
業
系

農科 人
文

・
ビ
ジ
ネ

ス
理

・
工
業
系

農

出所：JILPT(2009)『地方の若者の就業行動と移行過程』
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地域による若者の職業キャリアの違い地域による若者の職業キャリアの違い
（在学中を除く・20～34歳）
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初職の離職時期とその後のキャリア初職の離職時期とその後のキャリア
（男性・20～34歳）

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 ％

1年未満 正社員間

非正社員と行き

1～3年未満

来

非正社員のまま

自営・家業に1～3年未満 自営 家業に

現在無業

3年以上

出所：JILPT(2009)『地方の若者の就業行動と移行過程』



自立困難に直面した若者の問題への対応自立困難に直面した若者の問題 の対応

 低学歴／女性
 学校中退／早期離職 学校中退／早期離職
 地域産業の衰退

 どうしたら地域の需要にみあった職業能力開発ができるか どうしたら地域の需要にみあった職業能力開発ができるか
・・実践型であるジョブカード制度／スティグマにならない運用
・・学校教育における職業教育の再構築

どうしたら能力開発をする 続けることができるのか どうしたら能力開発をする・続けることができるのか
・・生活基盤（住居・生計費）・家族関係
・・意識（自信・希望）

プと ｢社会的な働き方→ステップとしての｢社会的な働き方」
 どうしたら個人を能力開発機会にむすびつけられるか

・・中途退学、早期離職への相談体制／個人の把握・接近・介入

＜青少年総合対策推進法＝自立支援地域協議会の設置、個人情報

→在学中からのネットワーク型支援へ＞


